
施策目標１－４－１

平成２９年度実施施策に係る事前分析表

（文部科学省 29-1-4）

施策名 家庭の教育力の向上

施策の概要

現代の社会は，家庭環境の多様化や地域社会の変化により，家庭教育が困

難な社会となっている。このような状況を踏まえ，家庭教育の自主性を尊

重しつつも，地域や学校をはじめとする豊かなつながりの中で家庭教育

が行われるよう，親子の育ちを応援する学習機会を充実するとともに、コ

ミュニティの協働による家庭教育支援を強化する。

達成目標１ 身近な地域において、地域や学校をはじめとする豊かなつながりの中で家庭教育支援が実施される。

達成目標１の
設定根拠

教育振興基本計画に記載されているとおり、家庭教育支援を推進するに当たっては、子育て経験者
などの地域人材を活用し、小学校等の地域の身近な場所において支援を行う体制整備が必要なため。

測定指標
基準値 実績値 目標値

22 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 毎年度

①家庭教育支援チーム
数（補助事業以外の財
源による実施分を含
む）

133 チーム 328 チーム 381 チーム 441 チーム 535 チーム 616 チーム 対前年度増

年度ごとの
目標値

278 チーム
より増

328 チーム
より増

381 チーム
より増

441 チーム
より贈

535 チーム
より増

目標値の
設定根拠

教育振興基本計画における成果指標として家庭教育支援チーム数の増加を設定して
いるため対前年度比での増加を目指す。

指標の根拠 －

施策・指標に関するグラフ・図等

【家庭教育支援チームの概要】

＜趣旨・目的＞
都市化や核家族化、地縁的つながりの希薄化等を背景として、家庭教育の困難化や家庭の孤立化が指摘されるなど、社会全
体での家庭教育支援の必要性が高まっていることを踏まえ、文部科学省では平成 20 年度より、全ての親が安心して家庭教
育を行うことができるよう、地域人材を活用した「家庭教育支援チーム」の取組を推進。

＜チームの構成員＞
都道府県等において養成された地域の人材（子育てサポーターリーダー等）を中心として教員 OB、PTA 等の教育関係者や
民生委員、児童委員等の保健福祉関係者など地域の実情に応じて構成。

＜主な活動内容＞ 保護者への家庭教育支援として主に以下の取組を行う。
（１） 保護者への学びの場の提供
保護者に対する主体的な「学び」と「育ち」に関する学習機会の提供や情報提供、相談対応

（２） 地域の居場所づくり
地域資源を活用した日常的な交流の場や情報の提供

（３） 訪問型家庭教育支援
家庭訪問等による個別の情報提供や相談対応

達成手段
（事業）

名 称
（開始年度）

平成 29 年度当初予算額
(平成 28 年度予算額)

【百万円】
AP との関係

平成 29 年度行政事
業レビュー事業番号



施策目標１－４－２

学校を核とした地域力強化プラ
ン

（地域における家庭教育支援総
合推進事業）

（平成 29 年度）

6,932 の内数 － 0030

家庭教育支援基盤整備事業
（平成 29 年度）

11.9 － 新 29-0006

地域の教育資源を活用した教育
格差解消プラン

（先駆的家庭教育支援推進事業
〔訪問型家庭教育支援の実施〕）

（平成 29 年度）

88.4 の内数 － 新 29-0005

平成 28 年度評価
からの変更点

－

行政事業レビューとの
連携状況

－

達成目標２ 家庭でのコミュニケーションや子供の基本的生活習慣が定着する。

達成目標２の
設定根拠

家庭教育は家族との触れ合いを通じて、子供の基本的な生活習慣などを身に付けさせる上で重要な
役割を担っており、教育振興基本計画において働く親が子供との関わりを持つ時間を十分持つこと
ができるよう、企業等に対して子供の生活習慣づくりの重要性について啓発等を実施することとし
ているため。

測定指標
基準値 実績値 目標値

25 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 毎年度

①全国学力・学習状況
調査における「毎日、
同じくらいの時間に寝
ている」小学生の割合

78.9％ 77.3％ 78.9％ 79.2% 79.4% 80.0％
基準値より
増加を目指

す
年度ごとの
目標値

75.4％以上 75.4％以上 78.9％以上 78.9％以上 78.9％以上

目標値の
設定根拠

教育振興基本計画における成果指標として子供の基本的な生活習慣の改善を設定し
ていることから、基本計画策定時の実績値からの増加を目指す。

指標の根拠
全国学力・学習状況調査における調査の母数のうち、毎日同じくらいの時刻に寝てい
る小学６年生の割合。

測定指標
基準値 実績値 目標値

25 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 毎年度

②全国学力・学習状況
調査における「家の人
と学校での出来事につ
いて話をしている」小
学生の割合

76.5％ 75.9％ 76.5％ 80.5% 79.6% 79.3%
基準値より
増加を目指

す
年度ごとの
目標値

74.3％以上 74.3％以上 76.5％以上 76.5％以上 76.5％以上

目標値の
設定根拠

教育振興基本計画における成果指標として家庭でのコミュニケーションを設定して
いることから、基本計画策定時の実績値からの増加を目指す。

施策・指標に関するグラフ・図等

－

達成手段
（事業）

名 称
（開始年度）

平成 29 年度当初予算額
(平成 28 年度予算額)

【百万円】
AP との関係

平成 29 年度行政事
業レビュー事業番号



施策目標１－４－３

子供の生活習慣づくり支援事業
（平成 21 年度）

5.4
（26）

－ 0034

平成 28 年度評価
からの変更点

－

行政事業レビューとの
連携状況

－

施策の予算額・執行額
（※政策評価調書に記載する予算額）

27 年度 28 年度 29 年度 30 年度要求額

予算の状況
【千円】

上段：単独施策に係る
予算

下段：複数施策に係る
予算

当初予算

52,424
ほか復興庁一括

計上分 0

43,521
ほか復興庁一括

計上分 0

17,298
ほか復興庁一括

計上分 0

15,568
ほか復興庁一括

計上分 0

<0>
ほか復興庁一括

計上分<0>

<0>
ほか復興庁一括

計上分<0>

<0>
ほか復興庁一括

計上分<0>

<0>
ほか復興庁一括

計上分<0>

補正予算

0
ほか復興庁一括

計上分<0>

0
ほか復興庁一括

計上分 0

0
ほか復興庁一括

計上分 0

<0>
ほか復興庁一括

計上分<0>

<0>
ほか復興庁一括

計上分<0>

<0>
ほか復興庁一括

計上分<0>

繰越し等

0
ほか復興庁一括

計上分 0

0
ほか復興庁一括

計上分 0

<0>
ほか復興庁一括

計上分<0>

<0>
ほか復興庁一括

計上分<0>

合 計

52,424
ほか復興庁一括

計上分 0

43,521
ほか復興庁一括

計上分 0

<0>
ほか復興庁一括

計上分<0>
ほか復興庁一括

計上分<0>

執行額
【千円】

42,966
ほか復興庁一括

計上分 0

35,546
ほか復興庁一括

計上分 0
<0>

ほか復興庁一括
計上分<0>

<0>
ほか復興庁一括

計上分<0>

施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

名 称 年月日 関係部分

第２期教育振興基本計画 平成 25 年 6 月

第２部 今後５年間に実施すべき教育上の方策
Ⅰ 四つの基本的方向性に基づく方策
４．絆（きづな）づくりと活力あるコミュニティの形成

基本施策２２ 豊かなつながりの中での家庭教育支援の充実
【基本的考え方】
○ 保護者は子の教育に第一義的責任を有しており，家庭教育は基本的
な生活習慣の習得，自立心の育成，心身の調和のとれた発達などに大き
な役割を担うものである。しかし，現代の社会は，家庭環境の多様化や
地域社会の変化により，家庭教育が困難な社会となっている。このよう
な状況を踏まえ，家庭教育の自主性を尊重しつつも，基本施策 20 に掲
げた取組とあいまって地域や学校をはじめとする豊かなつながりの中
で家庭教育が行われるよう，親子の育ちを応援する学習機会を充実する
とともに，コミュニティの協働による家庭教育支援を強化する。
○ また，多様化する家庭が抱える様々な課題に対応した家庭教育支援
の充実が図られるよう，課題を抱える家庭への学校及び福祉等と連携し
た支援の仕組みづくりを推進する。
【主な取組】
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２２－１ コミュニティの協働による家庭教育支援の推進
・家庭教育の担い手である親の学びを応援するため，子育て経験者など
の地域人材を生かし，小学校等の地域の身近な場において，親が交流・
相談できる拠点機能を整備するなど，家庭教育支援体制の強化に向けた
取組を促進する。
また，親の学びの充実に向けて，子供の発達段階に応じた体験型学習

プログラムの開発・普及を促進する。
さらに，公民館，図書館等の社会教育施設における学習機会の提供のみ
ならず，PTA 等とも連携し，親とつながりやすい学校という場や，子育
て広場，職場等の多様な場を活用した学習機会の拡大に向けて取組手法
の普及等を行う。加えて，乳幼児との触れ合いを含む将来親になる中高
生の子育て理解学習を推進する。
・家庭教育支援に係る地域人材の養成を進めるとともに，その人材を中
心として，保健師等の専門的人材が連携するなど，きめ細かな活動を行
う「家庭教育支援チーム」型の支援を，地域の特性に応じて促進する。
また，教育・福祉関係機関・団体等とのネットワークを構築しつつ，

課題を抱える家庭への訪問や相談対応などを生徒指導等と連携して行
う仕組みづくりを支援する。

２２－２ 子供から大人までの生活習慣づくりの推進
・働く親が子供や地域との関わりを持つ時間を十分持つことができる
よう，企業に対して子供の生活習慣づくりの重要性についての啓発や
ワーク・ライフ・バランスの理念を踏まえた具体的な取組等の情報提
供を行うとともに，地方公共団体に対して企業との協力を促すことに
より，子供の生活習慣づくりを推進する。また，生活の自己管理が可
能になってくる中高生以上の世代向けの普及啓発を実施する。

新しい時代の教育や地方
創生の実現に向けた学校
と地域の連携・協働の在
り方と今後の推進方策に
ついて（答申）

平成 27 年 12 月

第３章第 4節（４）子どもたちの抱える課題への対応や、家庭教育支援
の充実等のための地域における学校、福祉等との連携
地域が学校との連携を深める中で，地域は，子供たちにとって，学校

や家庭とは異なる第三の場として安心な居場所になることが考えられ
る。
地域学校協働本部には，直面する子供たちの課題等にもよるが，教育

関係者のみならず福祉，医療の関係者との連携強化や，孤立しがちな保
護者の支援という観点からも，地域の人材で構成する家庭教育支援チー
ムと連携していくことが重要である。地域学校協働本部の中に家庭教育
支援の機能も組み込むことで，家庭教育支援の充実や安心して子育てで
きる環境の整備を図るとともに，困難を抱える保護者への対応の充実を
図ることが可能となる。また，孤立しがちな保護者が学校支援等の地域
と学校が連携・協働した活動に参画するよう促し，実際に活動に関わる
ことで，こうした保護者が前向きになり，家庭教育の充実につながるこ
とも期待される。
家庭教育支援チームによる取組としては，保護者が主体的な家庭教育

ができるよう，学習機会や情報の提供，様々な相談への対応，地域にお
ける居場所づくり，さらに，訪問型の家庭教育支援等の取組を推進する
ことが挙げられる。

主管課（課長名） 生涯学習政策局 男女共同参画学習課 （中野 理美）

関係課（課長名） ―

評価実施予定時期 平成３１年度


